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第１節　保存（保存管理）の方向性

　棚倉城に関する遺構や文献史料等について、調査・研究を継続して実施し、棚倉城跡の本質

的価値をより明確化したうえで、保存・管理を進める。また、日常的な維持管理、き損箇所及

び経年劣化箇所の計画的な修理等については、棚倉城跡を構成する諸要素ごとに具体的な方法

を定める。さらに、現状変更や史跡の保存に影響を及ぼす行為について、明確な取扱基準を定め、

史跡の価値が損なわれないよう厳密な運用に努める。

第２節　保存（保存管理）の方法

１　保存管理

（１）基本的な保存（保存管理）の方法

ア　日常的な維持管理

　現在行っている日常的な維持管理・安全確保を継続し、遺構の保存、史跡及び

都市公園としての良好な環境、景観の維持に努める。

イ　き損箇所の把握

　定期的に史跡内のき損及びそのおそれのある箇所や変状の進行の把握をしなが

ら修理、き損及び危険の未然防止や拡大防止に努める。

ウ　計画的な修理の実施

　経年劣化等により修理が必要となっている箇所については、計画的に修理を行

う。修理にあたっては、史跡の本質的価値を損なわないよう事前に発掘調査、文

献調査等を十分に行うとともに修理範囲は必要最小限とし、可能な限り安全を確

保しつつ当時のままの遺構を保存するように留意する。

エ　現状変更等の許可制度の厳密な運用

　現状変更等の行為について、取扱方針や取扱基準を明確にし、厳密に運用する

ことにより、史跡の価値が損なわれないよう努める。

２　構成要素ごとの方法

（１）本質的価値を構成する諸要素の保存

ア　曲輪、門跡、堀、土塁、虎口などの保存

a　樹木の成長が遺構の変形、き損の原因となる場合は、樹木を伐採する。

b　堀の水質維持のため、清掃などの管理を行う。

イ　石垣の保存

a　石垣カルテ等をもとに維持管理にあたる。

b　日常的に石垣の目地から生える草の除草を行い、石垣の変形の原因となる樹

木がある場合は伐採する。

第７章　保存（保存管理） c　定期的に石垣の観測を行い、石垣の変形を早めに把握する。

ウ　棚倉城跡の地下遺構の保存

　公園施設・道路施設の改修、解説板等の設置等による掘削が行われる場合、遺

構に影響を与えないよう十分に保護措置をとる。必要に応じて、現状変更許可を

得たうえで確認調査を行い、事前に掘削可能な深さ（表土、現代の盛土など）を

確認する。

（２）本質的価値を構成する要素以外の諸要素の取扱い

ア　史跡解説のための施設

　解説板、案内板及び遺構表示など、来訪者が史跡の価値を正確に知り理解を深

めるための施設は、適切に維持管理を行い、調査の進展やガイド活動などでの利

用状況に応じて、表示内容や設置位置などの見直しを行う。

イ　史跡保全のための施設

　大雨や地震による崩落を防ぐ補強の施設（植生土のうなど）を今後も維持する。

ウ　公園施設

　亀ヶ城公園の管理のための諸施設（柵、園路、街灯など）は、来訪者が保全・

快適に史跡を見学してもらうために必要な施設であることから今後も維持する。

また、来訪者の利便性向上のための整備については、史跡の本質的価値を損なわ

ない範囲で、計画的に行うものとする。

エ　顕彰碑等

　史跡地内に存在する顕彰碑等については、廃城後に設置され棚倉城跡と直接関

係のないものもあり、その取扱いについては、調査を行い、規模や設置の経緯等

を記録しつつ、将来的にはあり方について検討していく。

オ　植栽木・樹木の植生等

　植生については、現状の把握を行い、保存と活用の観点から維持管理の方針を

検討し、方針に基づき維持管理を行う。

カ　道路

　史跡指定地内外の道路は、史跡及び天然記念物の保存と活用の点では影響があ

り、対策が必要であるので、保存に対する影響を最小限となるような対策を検討

していく。
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第３節　対象範囲と地区区分

　史跡の周辺を構成する要素等の状況を踏まえ、保存活用計画の対象となる範囲を第19 図の

ように設定した。本計画の対象範囲と地区区分にいては、第 8 表にまとめた。

　地区区分については、史跡指定地内のうち、本丸及び本丸掘をＡ地区、二ノ丸をＢ地区、周

知の埋蔵文化財包蔵地をＣ地区とした。

第 8 表　本計画の対象と地区区分

第 19 図　本計画の対象範囲と地区区分
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第４節　現状変更の取扱方針

　文化財保護法第125条第１項に、「史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、又はその

保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文化庁長官に許可を受けなければならない。

ただし、現状変更については維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を執る場合、保

存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合はこの限りでない。」と定めており、史

跡内での現状変更行為について制限を設け、原則として文化庁長官の許可を必要としている。

　現状変更許可を必要としない場合は、同項後半に記され、また現状変更行為であっても、一

部の軽微な現状変更行為については、文化財保護法施行令第５条第４項の規定に基づき、福島

県教育委員会がその事務を行う。これらの許可基準については第 9 表のとおりである。

　また、災害・事故等で史跡と一体となった土地等の諸要素にき損が生じた際に、応急的かつ

緊急的に復旧工事を行う場合は、所有者または管理団体が「き損届」（文化財保護法第 118 条）、

「復旧届」（文化財保護法第 127 条）を文化庁長官に届け出ることになっている。この際、き

損以前の状態に復旧する行為以外に、改善等の措置を含めて工事を行う際には現状変更の対象

となる。

　ただし、いずれの場合であっても、関係法令・関係機関との調整・協議は欠かせない。現状

変更手続きの円滑化のためには、計画段階での事前協議が重要である。

　または行政が実施する史跡保存整備事業及び遺構の確認・発掘調査、防災事業などが想定さ

れる。

　以上のように今後、発生すると予想される現状変更行為について、史跡内の各地区における

取扱い方針及び基準を第10 表に示した。

第 9 表　史跡内の現状変更にかかる許可申請区分一覧表
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第 10 表　史跡内における現状変更取扱い方針と基準・周辺地域の区域設定と管理の考え方 第５節　保存目的の調査の推進

　史跡の本質的価値を明らかにし、今後の保存と活用を考える際にも、文献調査、建物調査、

発掘調査による内容確認は重要であることから、必要に応じて調査を進めていく。

第６節　追加指定と公有地化

１　追加指定の考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　史跡保存の観点から将来的には史跡指定を目指すとしている範囲（C地区）については、

将来的に土地所有者の同意をいただきながら、今後の調査成果の蓄積を踏まえて、国指定

の追加指定について検討する。

２　公有地化の考え方

　史跡指定地の公有地化については、今後、史跡の保存（保存管理）や整備において公有

化が必要となる場合に検討する。


